
豊かな地球環境のために

つくる

自営発電所
　自営の火力発電所（神奈川県川崎市）は総出力80.9万kW
であり、燃料には天然ガス及び都市ガスを使用しています。今
後もCO2排出量削減に向けて、発電設備の高効率化を推進す
るとともに、水素発電やCCUS技術の活用を検討していきます。
　自営の水力発電所（新潟県十日町市・小千谷市）は総出力
44.9万kWであり、CO2が発生しないクリーンなエネルギー電
源として当社の鉄道輸送を支えています。また、魚道の整備
やサケの稚魚放流活動などを通じ、河川環境との調和や地
域との共生をめざしています。

水素エネルギーの利活用
　2022年3月から、水素を燃料とする水素ハイブリッド電車
（愛称：HYBARI）の実証試験を鶴見線及び南武線で開始し
ました。今後は、実証試験の状況を踏まえ、将来の社会実装
を推進していきます。
　また2022年5月に、ENEOS（株）と鉄道の脱炭素化に向け
たCO2フリー水素利用拡大について、共同検討を行うための
連携協定を締結しています。ここでは、「HYBARI」をはじめ、
多様なFCモビリティや駅周辺施設へCO2フリー水素を供給
する、総合水素ステーションの検討を行っています。今後も
エネルギーの多様化に取り組み、水素社会の実現と需要拡
大に向け、当社が持つ駅や鉄道沿線のリソースをベースに、
さまざまな取組みを推進していきます。

所有ビルのオフィス使用電力の実質再生可能エネルギー化
　脱炭素社会の実現に向けたオフィステナントニーズの高ま
りを受け、2023年度から所有ビルのオフィス使用電力につい
て実質再生可能エネルギー由来へ切替えを行っています。導
入される14棟の物件のCO2削減総量は、年間約18,000トン
を見込んでいます。

自営火力発電所の発電効率・CO2排出係数の推移
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● 算出方法について
自営火力発電所のCO2排出係数については、地球温暖化対策の推進に関する法律 
（温対法）、 発電効率については、省エネ法に定める方法に基づいています。

● 自営電力全体（火力発電及び水力発電）のCO2排出係数
2022年度の調整後排出係数は0.288（kg-CO2/kWh）でした。
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超電導フライホイール蓄電システム
　電車のブレーキ時に発生する回生電力エネルギーを有効
に活用するため、蓄電媒体の導入を行っており、その一つと
して超電導技術を活用したフライホイール蓄電システムの開
発に取り組んでいます。そして、中央本線穴山変電所に試験
設備が完成し、2022年6月から世界初の鉄道用超電導フラ
イホイール蓄電システムの実証試験を開始しました。
　超電導技術の採用により、軸受を非接触とすることで、
メンテナンスの向上を図っています。また、充放電の繰り返
しによって性能が劣化せず、有害物質を含まない構造のた
め、環境にやさしい特徴があります。
　実証試験を通じて、システムの充放電特性及びシステム
の有効性の検証を行い、将来の実装をめざします。

超電導フライホイール蓄電システム

水素ハイブリッド電車　FV-E991系（HYBARI）

使う

福島市内への燃料電池バス導入

　ジェイアールバス東北では、2023年4月から福島市と川
俣町を結ぶ路線で、水素を活用した燃料電池バスの運行
を開始しました。既に全国で見られる車両ですが、勾配が
連続する区間の運用実績や、寒冷地での導入事例が乏し
いことから、メーカーのご協力のもと現地での試走を実施
したり、先行導入事業者へヒアリングしたりするなど、課
題を一つずつクリアしながら準備を進めました。沿線では
ひときわ目立つ存在となっており、お客さまの路線バスに
対する注目度も高まっています。今回の燃料電池バスの
導入を通じて、JR東日本グループの環境への取組みにつ
いて、広くPRできるのではないかと期待しています。

ジェイアールバス東北（株）

佐藤　智輝

TCFD提言への取組み
　パリ協定採択以降、世界の国や政府は「脱炭素」へと大きく舵を切り、企業においては、気候変動がもたらすリスク等に 
対する財務影響把握と情報開示が求められています。JR東日本では、2020年1月にTCFD提言への賛同を表明するとともに、
激甚化する気象災害と隣り合わせである輸送サービス事業について、客観的なデータに基づくシナリオを用いた、将来の 
気候変動による財務影響の定量評価に取り組んでいます。

戦略の詳細
（1）リスク及び機会の認識
　当社では、気候変動に伴うリスク・機会には、地球温暖化により生じる気象災害の激甚化等の「物理的」なものと、気候変動
の緩和を目的とした規制の強化や技術の進展といった社会環境の「移行」に起因するものがあるとの認識のもと、主な気候変
動リスク・機会として以下の項目を特定しています。

主なリスク・機会 事業への影響度※2 発現・実現時期※3

物理的リスク
風水災等による鉄道施設・設備の損害及び運休の発生 大 短期
気象現象の極端化（豪雨、暑熱）による旅客数の減少 小 長期

移行リスク
カーボンプライス制度の導入・強化によるコストの増加 未評価 中期
電気自動車など、他の交通手段との競合による旅客数の減少 大 長期
観光資源の毀損・変化による旅客数の減少 未評価 長期

※2  事業への影響度の尺度：収益・費用が5億円以上の財務影響を及ぼす事象を「大」と評価。
※3 発現・実現時期の尺度：短期：～1年以内、中期：1年超5年以内、長期：5年超

TCFD提言に基づく情報開示の全体概要※1

提言 JR東日本の取組み

ガバナンス

マネジメント体制として、代表取締役社長を委員長とする「サステナビリティ戦略委員会」を設置、主に気候変
動に関する目標の設定や進捗、リスク・機会等に関する監督と意思決定を行っています。委員は副社長・常
務取締役等で構成されており、社外取締役も出席しています。サステナビリティ戦略委員会は年2回開催して
いるほか、「ゼロカーボンWG」及び「水素WG」では、CO2排出量削減状況や水素利活用について報告・討議
を行っています。
推進体制図については、P.62参照

戦略

グループ経営ビジョン「変革2027」において、ESG経営の実践を掲げ、地球温暖化防止・エネルギーの多様
化を指針としています。これらを実現するため、気候変動が事業活動に及ぼす重要なリスク・機会を特定、評
価し、事業戦略の妥当性を検証しています。本開示においては、自然災害に係る物理的リスクを重要なリスク
と特定し、国から公表されているハザード情報等を用いた精緻な手法でシナリオ分析を実施しています。

リスク管理

リスク管理の枠組みの中で、気候変動の影響を受けるリスクを各部門において把握し、具体的な回避・低減
策を講じています。気候変動の緩和に関しては、半年に1回以上、各事業に係るエネルギー使用量、CO2排出
量、フロン漏洩量、財務状況などを取りまとめ、詳細な分析を実施するとともに、法令改正などの重要な外部
環境の変化を踏まえて、リスクの洗い出し・特定・評価を行っています。気候変動への適応に関しては、急性・
慢性の気象災害について、輸送サービス事業における物理的リスクの低減に向け、取組みを強化、推進して
います。

指標と目標

「ゼロカーボン・チャレンジ2050」を当社グループ全体の目標に掲げ、2030年度までにCO2排出量50%削減
（2013年度比）、2050年度はCO2排出量「実質ゼロ」を目標に設定。これらの進捗状況を定期的に管理する
とともに、脱炭素社会の実現に向けた貢献をより確かなものにするため、グループ全体で取組みを推進して
います。目標の進捗及びスコープについては、P.85～87参照

※1 TCFD提言に基づく情報開示の詳細につきましては右のURLをご参照ください。 https://www.jreast.co.jp/eco/pdf/taskforce.pdf
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（2）シナリオ分析（物理的リスク）の詳細
　分析のベースラインとして将来の人口動態に基づく旅客収入の推計を行うとともに、輸送サービス事業を対象としたシナリ
オ分析を実施しています。
　輸送サービス事業においては、少子高齢化や人口減少による将来の旅客数の減少が見込まれており、特に地方での影響が
著しいと予測されています。これらの要因による財務影響を把握し、事業戦略の妥当性を検証するため、2050年をターゲット
とした以下のようなシナリオ分析を実施しています。

シナリオ分析手法（概要）

① 当社事業エリアの人口動態予測等に 
基づく将来旅客収入推移の試算 ＋ ② 気象災害の激甚化に伴う 

財務影響の試算 ＝ ③ 財務影響額

① 当社事業エリアの人口動態予測等に基づく旅客収入推移の試算
　気候変動研究において分野横断的に用いられるシナリオである日本版SSP※4の人口、GDP※5等のデータをもとに、2050年
までの旅客収入の推移を試算しました（グラフ①）。なお、2022年度からの変更点として、日本版SSP別人口シナリオの第2版
（2021年7月公表）を新たに使用しているほか、鉄道運輸収入におけるコロナ収束後の回復水準に関する見通しを更新してい
ます。
　当社がめざす持続的発展社会（SSP1）と、その対極に位置付けられる地域分断社会（SSP3）では、2050年の人口推計にお
いて約11%の差が生じ、旅客収入推計では約3,800億円の差が生じる結果となりました（グラフ②）。

社会経済シナリオ（SSP）による将来の様相
シナリオ 国内の様相 出生率 死亡率

SSP1
（2℃） 持続的発展社会：再エネ・環境技術進展、市街地集中、コンパクト+ネットワーク 高 中

SSP2
（中間） 中間的：現状維持、傾向継続 中 中

SSP3
（4℃） 地域分断社会：人口の一律減少、地方の過疎化 低 中

日本版SSP市町村別人口推計とGDP等のデータをもとに 
当社事業エリアの将来人口を推計

当社事業エリアの将来人口推計結果をもとに 
将来のSSP別旅客収入を推計

グラフ①：シナリオ別当社事業エリアの人口推計

（%）
110

100

90

80

0
203020252022 2040 2050 （年）

■SSP1　■SSP2　■SSP3

グラフ②：シナリオ別旅客収入推移
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※4 SSP （Shared Socioeconomic Pathways）：社会経済シナリオ
※5  人口推計データは国立研究開発法人国立環境研究所「日本版SSP市区町村別人口推計」、GDPデータはIIASA（国際応用システム分析研究所） 
“Global dataset of gridded population and GDP scenarios”を使用

② 気象災害の激甚化に伴う財務影響の試算
　当社の主要な鉄道資産、及び旅客収入の大きい路線は、
大部分が首都圏とその周辺に集中していることから、このエ
リアで広範囲に災害が発生した場合には財務影響が大きく
なることが想定されます。
　これを踏まえ、具体的に想定される災害事象として、関東を
流れる一級河川の氾濫（計画規模降雨による）により発生す
る洪水シナリオを設定し、主要路線の資産額、旅客収入推移
等の社内情報と、国から公表されている浸水想定区域図等の
外部情報を用いて、財務影響の定量評価を進めています。

定量評価の手順は以下の通りです。
Step1．ベースラインの評価
　評価対象として選定した河川のそれぞれについて、計画規
模降雨による氾濫が発生した場合に想定される、罹災に伴う
計画運休や復旧に要する期間に応じた旅客収入の逸失、及
び駅や線路などの鉄道資産の復旧費用について、財務影響
を定量評価しています。
Step2．気候変動による影響の評価
　ベースラインの評価結果をもとに、気候変動シナリオ別の
洪水発生確率の将来変化※6を踏まえることで、2050年まで
の気候変動による財務影響を試算しています。

Step3．浸水対策による効果の検証
　JR東日本では、計画規模降雨を想定し、運行への影響が
大きいと考えられる電気設備のかさ上げや建屋開口部への
止水板の設置などのほか、車両疎開判断支援システム及び
車両疎開マニュアルの整備（P.72「浸水に関する取組み」参
照）を行い、ハード・ソフトの両面から、設備の重要度に応じ
た自然災害対策を進めています。これらの対策の効果を検
証することを目的として、対策の有無のそれぞれの場合につ
いて気候変動による財務影響を試算することで、対策の実施
による損失削減効果を検証しています。

　まず、「JR東日本グループレポート2022」で評価結果を示
した荒川、利根川、江戸川、多摩川の4河川の氾濫について、
評価に利用する資産データ等の見直し、精緻化を行いまし
た。評価結果の傾向に大きな変化はなく、気候変動による財
務影響は、RCP※72.6（2℃上昇）シナリオに比べ、RCP8.5
（4℃上昇）において2050年時点でやや大きくなることが、 各
河川に共通しているとわかります。最も財務影響の大きい荒
川の氾濫において、2021～2050年の累計（浸水対策なし）
でおよそ338億円の損失増加が想定される一方、浸水対策に
よりおよそ199億円の損失削減効果があること、特に車両疎
開による損失削減効果が大きいことが確認できました。
※6 Yukiko Hirabayashi et al. (2013) Global flood risk under climate change. Nature
※7 RCP（Representative Concentration Pathways）：代表濃度経路シナリオ

荒川、利根川、江戸川、多摩川の各氾濫に関する財務影響試算結果 
（グループレポート2022における試算結果の更新値）

荒川 利根川 江戸川 多摩川

気候変動 
シナリオ

浸水対策 
（ハード・ソフト）

財務影響（損失）増加額 
（億円）

財務影響（損失）増加額 
（億円）

財務影響（損失）増加額 
（億円）

財務影響（損失）増加額 
（億円）

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

RCP2.6 
（2℃上昇）

対策なし 23 338 2 31 4 61 3 51

対策あり 9 139 2 29 1 21 2 37

対策による 
損失削減効果

▲13 ▲199 0 ▲2 ▲3 ▲40 ▲1 ▲14

RCP8.5 
（4℃上昇）

対策なし 23 344 2 33 5 70 4 61

対策あり 10 148 2 31 2 24 3 44

対策による 
損失削減効果

▲13 ▲195 0 ▲2 ▲3 ▲46 ▲1 ▲17

表内「0」とあるのは、損失増加額が些少（5千万円未満）であることを示す。
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（2）シナリオ分析（物理的リスク）の詳細
　分析のベースラインとして将来の人口動態に基づく旅客収入の推計を行うとともに、輸送サービス事業を対象としたシナリ
オ分析を実施しています。
　輸送サービス事業においては、少子高齢化や人口減少による将来の旅客数の減少が見込まれており、特に地方での影響が
著しいと予測されています。これらの要因による財務影響を把握し、事業戦略の妥当性を検証するため、2050年をターゲット
とした以下のようなシナリオ分析を実施しています。

シナリオ分析手法（概要）

① 当社事業エリアの人口動態予測等に 
基づく将来旅客収入推移の試算 ＋ ② 気象災害の激甚化に伴う 

財務影響の試算 ＝ ③ 財務影響額

① 当社事業エリアの人口動態予測等に基づく旅客収入推移の試算
　気候変動研究において分野横断的に用いられるシナリオである日本版SSP※4の人口、GDP※5等のデータをもとに、2050年
までの旅客収入の推移を試算しました（グラフ①）。なお、2022年度からの変更点として、日本版SSP別人口シナリオの第2版
（2021年7月公表）を新たに使用しているほか、鉄道運輸収入におけるコロナ収束後の回復水準に関する見通しを更新してい
ます。
　当社がめざす持続的発展社会（SSP1）と、その対極に位置付けられる地域分断社会（SSP3）では、2050年の人口推計にお
いて約11%の差が生じ、旅客収入推計では約3,800億円の差が生じる結果となりました（グラフ②）。

社会経済シナリオ（SSP）による将来の様相
シナリオ 国内の様相 出生率 死亡率

SSP1
（2℃） 持続的発展社会：再エネ・環境技術進展、市街地集中、コンパクト+ネットワーク 高 中

SSP2
（中間） 中間的：現状維持、傾向継続 中 中

SSP3
（4℃） 地域分断社会：人口の一律減少、地方の過疎化 低 中

日本版SSP市町村別人口推計とGDP等のデータをもとに 
当社事業エリアの将来人口を推計

当社事業エリアの将来人口推計結果をもとに 
将来のSSP別旅客収入を推計

グラフ①：シナリオ別当社事業エリアの人口推計
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グラフ②：シナリオ別旅客収入推移
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※4 SSP （Shared Socioeconomic Pathways）：社会経済シナリオ
※5  人口推計データは国立研究開発法人国立環境研究所「日本版SSP市区町村別人口推計」、GDPデータはIIASA（国際応用システム分析研究所） 
“Global dataset of gridded population and GDP scenarios”を使用

② 気象災害の激甚化に伴う財務影響の試算
　当社の主要な鉄道資産、及び旅客収入の大きい路線は、
大部分が首都圏とその周辺に集中していることから、このエ
リアで広範囲に災害が発生した場合には財務影響が大きく
なることが想定されます。
　これを踏まえ、具体的に想定される災害事象として、関東を
流れる一級河川の氾濫（計画規模降雨による）により発生す
る洪水シナリオを設定し、主要路線の資産額、旅客収入推移
等の社内情報と、国から公表されている浸水想定区域図等の
外部情報を用いて、財務影響の定量評価を進めています。

定量評価の手順は以下の通りです。
Step1．ベースラインの評価
　評価対象として選定した河川のそれぞれについて、計画規
模降雨による氾濫が発生した場合に想定される、罹災に伴う
計画運休や復旧に要する期間に応じた旅客収入の逸失、及
び駅や線路などの鉄道資産の復旧費用について、財務影響
を定量評価しています。
Step2．気候変動による影響の評価
　ベースラインの評価結果をもとに、気候変動シナリオ別の
洪水発生確率の将来変化※6を踏まえることで、2050年まで
の気候変動による財務影響を試算しています。

Step3．浸水対策による効果の検証
　JR東日本では、計画規模降雨を想定し、運行への影響が
大きいと考えられる電気設備のかさ上げや建屋開口部への
止水板の設置などのほか、車両疎開判断支援システム及び
車両疎開マニュアルの整備（P.72「浸水に関する取組み」参
照）を行い、ハード・ソフトの両面から、設備の重要度に応じ
た自然災害対策を進めています。これらの対策の効果を検
証することを目的として、対策の有無のそれぞれの場合につ
いて気候変動による財務影響を試算することで、対策の実施
による損失削減効果を検証しています。

　まず、「JR東日本グループレポート2022」で評価結果を示
した荒川、利根川、江戸川、多摩川の4河川の氾濫について、
評価に利用する資産データ等の見直し、精緻化を行いまし
た。評価結果の傾向に大きな変化はなく、気候変動による財
務影響は、RCP※72.6（2℃上昇）シナリオに比べ、RCP8.5
（4℃上昇）において2050年時点でやや大きくなることが、 各
河川に共通しているとわかります。最も財務影響の大きい荒
川の氾濫において、2021～2050年の累計（浸水対策なし）
でおよそ338億円の損失増加が想定される一方、浸水対策に
よりおよそ199億円の損失削減効果があること、特に車両疎
開による損失削減効果が大きいことが確認できました。
※6 Yukiko Hirabayashi et al. (2013) Global flood risk under climate change. Nature
※7 RCP（Representative Concentration Pathways）：代表濃度経路シナリオ

荒川、利根川、江戸川、多摩川の各氾濫に関する財務影響試算結果 
（グループレポート2022における試算結果の更新値）

荒川 利根川 江戸川 多摩川

気候変動 
シナリオ

浸水対策 
（ハード・ソフト）

財務影響（損失）増加額 
（億円）

財務影響（損失）増加額 
（億円）

財務影響（損失）増加額 
（億円）

財務影響（損失）増加額 
（億円）

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

RCP2.6 
（2℃上昇）

対策なし 23 338 2 31 4 61 3 51

対策あり 9 139 2 29 1 21 2 37

対策による 
損失削減効果

▲13 ▲199 0 ▲2 ▲3 ▲40 ▲1 ▲14

RCP8.5 
（4℃上昇）

対策なし 23 344 2 33 5 70 4 61

対策あり 10 148 2 31 2 24 3 44

対策による 
損失削減効果

▲13 ▲195 0 ▲2 ▲3 ▲46 ▲1 ▲17

表内「0」とあるのは、損失増加額が些少（5千万円未満）であることを示す。
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豊かな地球環境のために

　次いで、関東の一級河川として、新たに渡良瀬川、鬼怒川、那珂川、鶴見川、相模川の5河川についても、同様に財務影響の
評価を行いました。その結果、 気候変動による財務影響は、RCP2.6（2℃上昇）シナリオに比べ、RCP8.5（4℃上昇）において
2050年時点でやや大きくなる傾向が共通して確認できました。一方、今回評価した5河川の氾濫では、車両基地の浸水が想
定されないことなどの理由から、上述の4河川と比較して、財務影響の額は総じて小さいことがわかりました。
　当社では、こうした気候変動による財務影響の評価結果を踏まえ、影響の大きい氾濫域を中心に、上述したハード・ソフト
の両面から、設備の重要度に応じた自然災害対策を引き続き行っていきます。

渡良瀬川、鬼怒川、那珂川、鶴見川、相模川の各氾濫に関する財務影響試算結果（新規評価）

渡良瀬川 鬼怒川 那珂川 鶴見川 相撲川

気候変動 
シナリオ

財務影響（損失）増加額 
（億円）

財務影響（損失）増加額 
（億円）

財務影響（損失）増加額 
（億円）

財務影響（損失）増加額 
（億円）

財務影響（損失）増加額 
（億円）

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

RCP2.6 
（2℃上昇）

0.3 4.7 0.0 0.0 0.0 0.2 0.3 4.6 0.1 0.9 

RCP8.5 
（4℃上昇）

0.4 5.3 0.0 0.1 0.0 0.3 0.5 7.6 0.1 1.0 

表内「0.0」とあるのは、損失増加額が些少（5百万円未満）であることを示す。

※8  氾濫想定河川の計画規模降雨による浸水想定区域図（黄～赤）、及び当社の 
営業路線（青：新幹線、緑：在来線）

❷ サーキュラーエコノミー

　列車や駅から毎日排出される一般廃棄
物や総合車両センターからの産業廃棄物、
車両洗浄による排水、また、生活サービス事
業における飲食業の生ゴミや小売業の一般
廃棄物など、JR東日本グループの事業活動
による環境負荷は多岐にわたります。
　当社では、廃棄物の削減、リサイクルの
向上など、3R（リデュース、リユース、リサイ
クル）の取組みをはじめとし、生物多様性
を目的とした「ふるさとの森づくり」や鉄道
林整備により排出される木材の有効活用
など、グループ全体でサーキュラーエコノ
ミーへの移行をめざし、取組みを進めてい
きます。

グループ全体の廃棄物排出量・リサイクル量・リサイクル率（2022年度実績） （  ）内は2021年度

2030年度までの資源循環目標
項目 2030年度目標（%） 2022年度実績（%）

リサイクル率向上 
（単年度）

駅・列車ゴミのリサイクル率 94 91

駅・列車ゴミにおけるペットボトルのリサイクル率 100 97

総合車両センター等で発生する廃棄物のリサイクル率 96 93

設備工事で発生する廃棄物のリサイクル率 96 91

原単位削減 
（2020年度基準）

BtoCで提供する

ワンウェイプラスチックの削減 25 80

ワンウェイプラスチック容器包装等を再生可能素材へ切替え 60 3

食品廃棄物最終処分量の削減 50 45

原単位削減 
（2013年度基準）

廃棄物（一廃・産廃）の削減割合 
及びリサイクル率※1

削減割合※2 32 47

リサイクル率※2 73 79

JR東日本の廃棄物排出量・リサイクル量・リサイクル率※1 グループ会社の廃棄物排出量・リサイクル量・リサイクル率※1

一般廃棄物排出量
オフィス 2,360t（1,981t）
駅・列車 17,043t（17,316t） 
総合車両センター等 378t（432t）
きっぷ 159t（107t）
その他現業区※2 814t（876t）
発電所 10t（12t）
合計 20,763t☆（20,724t）

産業廃棄物排出量
設備工事※3 331,740t（300,236t）
総合車両センター等 20,270t（23,128t）
医療系 235t（235t）
その他現業区※2 1,210t（1,033t）
IC乗車券等 57t（53t）
発電所 467t（406t）
合計 353,979t☆（325,091t）

プラスチック廃棄物量
駅・列車・ 
総合車両センター等 4,226t（4,066t）

一般廃棄物排出量
運輸事業 1,230t（1,236t）
流通・サービス事業 12,986t（11,873t）
不動産・ホテル事業 39,045t（37,753t）
その他 43t（50t）
合計 53,303t☆（50,912t）

産業廃棄物排出量
運輸事業 12,676t（7,271t）
流通・サービス事業 7,510t（7,528t）
不動産・ホテル事業 29,224t（13,628t）
その他 994t（513t）
合計 50,404t☆（28,941t）

※1 廃棄物には「有価物」を含みます。
※2 その他現業区：設備のメンテナンス等を行う技術センターや乗務員区所等です。
※3  設備工事：法律上は工事の請負会社が排出事業者となる工事廃棄物も産業廃棄物に含ん
で把握しています。

清掃工場等で処理される一般廃棄物や、中間処理として焼却される産業廃棄物
の中で、 サーマルリサイクル※されている場合は、リサイクルとして扱っています。
※  サーマルリサイクル：廃棄物を燃やしたときの排熱を回収して蒸気や温水をつくり、 
発電や給湯等に利用するリサイクル手法のこと

一般廃棄物排出量 53,303t☆一般廃棄物排出量 20,763t☆

産業廃棄物排出量 50,404t☆産業廃棄物排出量 353,979t☆

リサイクル率☆

65%
リサイクル量 34,668t☆

リサイクル率☆

88%
リサイクル量 18,275t☆

リサイクル率☆

93%
リサイクル量 46,801t☆ 

リサイクル率☆

91%
リサイクル量 322,575t☆ 

リサイクル率 84%

表内■はグループ会社の目標
※1 海外グループ会社除く
※2 廃棄物の排出事業者となっていない会社は除く

フードドライブによる食品廃棄の削減

リユース・リデュース 集める・分ける

JR東日本東京資源循環センター（分別作業）

リサイクル

新聞・雑誌から再生された事務用用紙

RECYCLING 
PLANT

利用 加工収集

製造 加工利用

循環型社会（サーキュラーエコノミー）でめざす資源の流れ 原料

渡良瀬川※8 鬼怒川※8

那珂川※8 鶴見川※8

相模川※8

SBT認定に向けた取組み
　当社グループは、パリ協定が定める目標に科学的に整合する温室
効果ガスの排出削減目標「Science Based Targets（サイエンス・ベー
スド・ターゲット）」（SBT）取得に向けてコミットしました。今後当社グ
ループとして、科学的根拠に基づいた温室効果ガス削減目標の見直し
を行い、SBT認定取得へ取り組んでいきます。
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